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資料３

2022年7月

省エネルギー部「脱炭素社会実現に向けた省エネルギー技術の研究開発・社会実装促進プログラム」事務局

e-mail：shouene@nedo.go.jp



提案書様式 説明資料

・2022年度「脱炭素社会実現に向けた省エネルギー技術の研究開発・社会実装促進プ
ログラム」追加公募（第2回）の様式をNEDO Webサイトからダウンロードして使用
してください。2022年度第1回の旧フォーマットを使用しないようご注意願います。
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応募タイプ 様式（右上ヘッダー）

個別課題推進
スキーム

＜タイプA、B、C＞
インキュベーション研究開発

フェーズから実施
「2022年度追加公募版・イ」

＜タイプD、E、F＞
実用化開発フェーズ または
実証開発フェーズから実施

「2022年度追加公募版・実」

＜タイプS＞
FS調査 「2022年度追加公募版・調」

重点課題推進スキーム 「2022年度追加公募版・重」

・様式１から様式９まで作成してください。

★注：インキュは今回の追加公募では募集しておりません。

★注：FSは今回の追加公募では募集しておりません。
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様式の説明 （１／２）

様式
様式名称

頁数
提出
形式主な内容

様式1

提案書要約版 1頁～ Excel 

技術開発テーマ名、法人名、連絡先等、代表者名、売上等の提案者に関
する情報を記載。

様式2
提案書要約版 1頁 Excel 

様式４の記述内容を要約して記載。

様式3
提案書要約版 2頁 パワー

ポイン
ト様式４の内容を要約し、図表等を用いて記載。

様式4

提案書本文 20頁以内
重点課題：

30頁以内

PDF

事業化シナリオ、技術開発項目、省エネルギー効果量等を詳細に記載。
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様式
様式名称

頁数
提出
形式主な内容

様式5
事業成果の広報活動について 実施体制内

のすべての
法人で1頁

PDF

ＮＥＤＯと協力して効果的に情報発信することを了解していただきます。

様式6

主任研究者候補 研究経歴書 実施体制内
の各法人毎
に1頁

PDF

助成事業を遂行する際の責任者に関する研究経歴を記載。

●e-Radの研究者番号を記入。事前にe-Radの申請が必要。

様式7

利害関係の確認について 実施体制内
のすべての
法人で1頁

PDF

提案者が想定する利害関係者を記載。
NEDOが利害関係者の確認のために使用します。
提案者、研究者、技術開発テーマ名、テーマ概要を記載。
審査員に送付し、利害関係の有無を確認します。

様式8
(新規)

その他の研究費の応募・受入状況 実施体制内
の各法人毎
に1頁

PDF

各法人毎に、主任研究者が現在受けている、あるいは申請中・申請予定
の研究費状況を記載してください。

様式9
(新規)

事業開始年度の賃金を引き上げる旨の表明資料（任意） 実施体制内
の代表法人
で1頁(任意)

PDF

従業員への賃金引上げ計画がある企業等が表明する。（任意）

様式の説明 （２／２）



＜作成上の注意事項＞
・Wordの様式はＡ４判縦長（横書き）、日本語で作成してください。
手書きの提案書は受け付けません。

・フォントは“MSPゴシック, 10.5ポイント”（実際のサイズ）を基本としてください。
・余白は変更しないでください。
・青字部分（注意書き等）は、黒字へ書き替え、もしくは削除してください。
・「技術開発フェーズ」、「技術開発テーマ名」、「技術開発費」等を記載する箇所は複数
あります。それぞれが一致しているか確認してください。

・Wordの様式は、PDF化した後アップロードしてください。

＜提出時の注意事項＞
・提出期限までにWeb入力フォームからアップロードしてください。
・郵送や持参等は受け付けません。

提出期限：２０２２年８月２４日（水）正午アップロード必着
・期限までにアップロードされなかった提案書は、いかなる理由であろうとも無効とします。
・書類に不備等がある場合は審査対象となりません。（提案書のフォーマットは変更しない
でください）。

・提出前に必ず『応募書類等提出時チェックシート(2022年度版)』を用いてご確認ください。
・提出先はNEDO HPです。e-Radではありません！
・e-Radに関しては別に手続きが必要です：下記＜e-Radについて＞を参照願います。

＜e-Radについて＞
・応募には「府省共通研究開発管理システム(e-Rad）」への登録および基本情報の申請が必
要です。所属研究機関の登録手続きには、システム上２週間以上かかる場合がありますの
で、時間に十分余裕をもって行うようにしてください。

・詳細手順は、公募要領４－４記載の①～④を参照願います。
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様式等説明
個別課題推進スキーム

（実用化開発・実証開発フェーズの例）



技術開発費は、様式４(提案書本文)の４-１から
転記してください。百万円単位で記載。

「様式1」提案書要約版

法人毎に主任研究者（本提案の技術開発を遂行す
る際の責任者）を１名記載してください。

Excelで提出してください。
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提案者、委託先、共同研究先が複数ある場合はそ
れぞれ行を追加して記載してください。
単独提案の場合等、不要な行は削除してください。

＜技術開発責任者＞
提案者の主任研究者のうち、技術開発を遂行する
際の全体責任者（技術開発責任者）を１名記載し
てください。
委託先、共同研究先の主任研究者を技術開発責任
者とすることはできません。

所属研究機関コードのe-Rad IＤ（１０桁）を必ず
記載してください。

代表者、連絡先等に変更があった場合は速やかに
事務局に連絡してください。

技術開発テーマ名は技術開発の内容がわかるよう
具体的かつ簡潔に記載してください。
（e-Radへも同じ名前で登録してください）

会計監査人名の欄には、（誤って）社内監査役員、
会計事務所を記載しないでください。



＜省エネルギー効果量＞
・様式４の「 1-7．省エネルギー効果」から転記して
ください（国内分のみ）。

Excelで提出してください。
様式1と様式2でファイルを分離せず、1つのエクセル
ファイル（2つのシート）の形で提出してください。

「様式2」提案書要約版

・重要技術（※）をプルダウンにて選択してください。
・該当しない場合は「－」を選択してください。

※公募要領＜添付資料１＞参照

様式４（提案書本文）の記載内容を転記または要約し、
簡潔に分かりやすく記載してください。
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＜改正省エネ法との関連性＞（新規）
・下記(1)～(3)のいずれかに該当する技術であるかど
うかの説明を記載してください
(1) 非化石エネルギーを含むエネルギー全体の使用

の合理化に資する技術であるか。
(2) 非化石エネルギーへの転換の促進に資する技術

であるか。
(3) ディマンドリスポンス等の電気の需要の最適化

に資する技術であるか。
・該当しない場合は「該当なし」と記述。



「様式3」提案書要約版

様式４（提案書本文）の記載内容を転記、または
要約し、簡潔に分かりやすく記載してください。

9

パワーポイントで提出してください。

実施体制図は、様式４の３－１と
同じものを転記してください。

省エネルギー効果量は、様式４の
１－７と同じものを転記してくだ
さい。



「様式4」提案書本文
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・審査基準を参照し、わかりやすく記載してく
ださい。

・必要に応じて図、表を挿入し、わかりやすく
記載してください。

・図および表を含めて20ページ以内で作成して
ください。21ページ以降は審査対象外です。

・書き出しページを1ページ目にしてください。
・各項目の注意事項に従い作成ください。
注意事項に記載のポイントが不明な場合は、
事務局にお問い合わせください。
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「様式4」提案書本文（特に注意するべき事項）①

[1]事業化シナリオ及び技術開発の内容事業実
施スキーム（1-2-2 価格目標について）
・技術開発成果物の「目標とすべき価格」お
よび「トータルコスト」について記載して下
さい。
・「目標とすべき価格」は、ユーザー視点で
経済的に優位性がある目標にして下さい。
（具体例を参考に）
・提案内容の性質として、具体例の表による
説明が難しい場合には、表の項目の追加等は
可能です。
※機能性などの省エネルギー効果以外の付加
価値を踏まえた価格目標を設定することも可
能。ただし、経済的に優位性がある目標にし
て下さい。
※規制等により、技術開発成果物の代替、導
入が進むと想定される場合は、その内容を記
載するとともに、市場に受け入れられる価格
（目標）として下さい。



「様式4」提案書本文（特に注意するべき事項）②
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[3] 事業実施スキーム（3-1 実施体
制図）
・実施体制図を記載してください。
・事業に参画する法人を体制図内
で明記してください。事業期間内
に体制が変わる場合は、その旨が
わかるように記載してください。
その際、事業者名を明示ください。
・実施体制図中の技術開発項目の
名称（例：「○○○○○の開発」
）は、次ページ（4-1 技術開発予算
と研究員の年度展開）での表中の
名称とあわせてください。

内数

・委託先、共同研究先がある場合、
助成事業者（提案者）の費用には
委託先、共同研究先の費用を含め
た額を記載すること（助成事業者
（提案者）の費用の合計が当初交
付期間の技術開発費総額）。



「様式4」提案書本文（特に注意するべき事項）③
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[4] 技術開発計画（4-1 技術開発予算と研究員の年
度展開） （3年事業の場合）
・技術開発項目毎の担当、技術開発費がわかるよう
に記載してください。

※消費税は含めない。
・表中の技術開発項目の名称（例：
「○○○○○の開発」）は、前ページ（3-1 実施体
制図）の図中の名称とあわせてください。
・当初交付期間は2年間(注1)です（2024年3月末）

(注1): 4又は5年事業の場合は2又は3年間です。
※2年目（2023年度）の末に太線を入れてください。
・( )には、その年度内の区分に投入される研究員数
を記載してください。

※工数でなく、従事人数を記載してください
・合計金額は、「様式1」の技術開発費に転記して
ください。

[4] 技術開発計画（4-2 当初交付期間の技術開発
費の積算内容）
・2022～2023年度の技術開発費を円単位で記載
してください（NEDO負担額含む全体の金額）。

※消費税は含めない。
・交付決定時は、こちらで記載いただいた金額
を超えることは原則認められません。

※実用化開発フェーズで
事業期間１年の場合には事業終了は
2023年3月ではなく2023年6月となります。

→当初交付期間は2023年6月までの期間で
技術開発費上限及び費用対効果を適用
します。



本公募に係る提出の方法は、電子媒体（PDF）
によるアップロードのみ。

「様式5」
事業成果の広報活動について

連名提案の場合は、実施体制内のすべての法人
で1ページとして「様式5」を作成してください。
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対外発表を計画する場合は、十分な時間的余裕
をもってNEDOに報告することにご留意くださ
い。※原則公開の１か月前



提案者の主任研究者候補については、e-Rad の所属研
究機関コード（10桁）および研究者番号(8桁)を
必ず記載してください。

主任研究者候補毎に１ページ以内で作成してください。
PDF化後、文字が切れていないか確認してください。

受賞歴、当該研究開発に関する最近５年間の主要論文、
研究発表、特許等、当該研究開発プロジェクトに関連
する研究成果を記載してください。

「過去の研究実績（参画プロジェクト）」については、
自社独自のプロジェクトのみならず過去に参画した
NEDOプロジェクト等も含めて記載してください。

「様式6」
主任研究者 研究経歴書

15

実施体制内の全ての法人（委託先・共同研究先含む）
について「様式6」を作成してください。

（技術開発責任者）

技術開発責任者を兼ねる主任研究者候補は、本様式の
表題に“（技術開発責任者）”と追記してください。
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提案者が想定する利害関係対象者を記載してくだ
さい。
実施体制に入るすべての法人（委託先、共同研究
先を含む）が対象です。

各法人分をまとめ、１ページに記載してください。

「様式7」
利害関係の確認

ない場合は「なし」と記載してください。

テーマ概要には、競合関係を特定することが
可能と考える技術的なポイントを、問題ない
範囲で出来るだけ詳細に記載してください。

実施体制に入るすべての法人（委託先、共同
研究先を含む）について、この欄内にまとめて
記載してください。

（様式７）
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「様式8」(新規)
その他の研究費の応募・受入状況

各法人毎（共同研究先、委
託先を含む）に、主任研究
者が現在受けている、ある
いは申請中・申請予定の研
究費状況を記載してくださ
い。

他機関における役職につい
て記載してください。

（様式8）
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「様式9」(新規)
事業開始年度の賃金を引き上げる旨の表明資料（任意）

・従業員への賃金引上げ計画がある企業等の提案に
ついては、審査時に加点措置を行います。
加点を希望する提案者は、留意事項をご確認の上、
様式による表明書をご提出ください。

・複数提案者による提案の場合、賃金の引上げは
代表提案者（企業等）が表明してください。

（様式9）



＜提出書類＞
・提案書要約版（様式１、様式２、様式３）
・提案書本文（様式４）
・事業成果の広報活動について（様式５）
・主任研究者の研究経歴書（様式６）
・利害関係の確認について（様式７）
・その他の研究費の応募・受入状況（様式８）
・事業開始年度の賃金を引き上げる旨の表明資料（様式９） ※該当者のみ
・e-Rad応募内容提案書
・会社案内（会社経歴、事業部、研究所等の組織等に関する説明書）
・直近の事業報告書
・財務諸表（原則、円単位：貸借対照表、損益計算書、キャッシュフロー計算書）
※要旨版ではなく、各費目の内訳を示す詳細版を３年分提出すること。
※なお、審査の過程で、必要に応じて財務に関する追加資料の提出を求める場合がありま
す。

・当該提案内容に関して、国外企業等と連携している、又はその予定がある場合は当該国外
企業等が連携している、若しくは関心を示していることを表す資料

・チェック済の応募書類等提出時チェックシート

19

個別課題推進スキームの説明は以上です。
作成時は、注意事項等、再度確認してください。

提出書類一覧

様式８、様式９、チェックシートは今回から追加した
書類です。提出をお願いいたします。
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※省エネ効果量計算フォーマット

・省エネルギー効果量の算定根拠や考え方につ
いて、NEDOの事前確認を強く推奨していま
す。

・事前確認を希望するかたは、省エネルギー効
果量の計算フォーマットを公募事務局まで
メールで送付ください。

・単位当たりの省エネルギー効果量×2040年
時点の市場導入量の算出根拠となるデータの
確認に活用します。

・エクセルシートの記入例を参照ください。

省エネ効果量の事前確認を推奨。
計算フォーマットを事務局にメール送付。
提出期限：8/17 (水)正午
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様式等説明
重点課題推進スキーム

(※個別課題推進スキームとの主な違いは★印にて表示)



技術開発費は、様式４(提案書本文)の４-１から
転記してください。百万円単位で記載。

「様式1」提案書要約版

法人毎に主任研究者（本提案の技術開発を遂行す
る際の責任者）を１名記載してください。

Excelで提出してください。

22

提案者、委託先、共同研究先は適宜それぞれ行を
追加して全法人を記載してください。

＜技術開発責任者＞
提案者の主任研究者のうち、技術開発を遂行する
際の全体責任者（技術開発責任者）を１名記載し
てください。
委託先、共同研究先の主任研究者を技術開発責任
者とすることはできません。

所属研究機関コードのe-Rad IＤ（１０桁）を必
ず記載してください。

代表者、連絡先等に変更があった場合は速やかに
事務局に連絡してください。

技術開発テーマ名は技術開発の内容がわかるよう
具体的かつ簡潔に記載してください。
（e-Radへも同じ名前で登録してください）

会計監査人名の欄には、（誤って）社内監査役員、
会計事務所を記載しないでください。



＜省エネルギー効果量＞
・様式４の「 1-8．省エネルギー効果量」から転記し
てください（国内分のみ）。

Excelで提出してください。
様式1と様式2でファイルを分離せず、1つのエクセル
ファイル（2つのシート）の形で提出してください。

「様式2」提案書要約版

様式４（提案書本文）の記載内容を転記または要約し、
簡潔に分かりやすく記載してください。
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★技術開発課題（※）をプルダウンにて選択してくだ
さい。
※公募要領「1-3．(2)」の「公募の対象となる技術
開発課題」一覧参照

★「重点課題推進スキーム」の対象である説明を記
載してください。

＜改正省エネ法との関連性＞（新規）
・下記(1)～(3)のいずれかに該当する技術であるかど
うかの説明を記載してください
(1) 非化石エネルギーを含むエネルギー全体の使用

の合理化に資する技術であるか。
(2) 非化石エネルギーへの転換の促進に資する技術

であるか。
(3) ディマンドリスポンス等の電気の需要の最適化

に資する技術であるか。
・該当しない場合は「該当なし」と記述。



「様式3」提案書要約版

様式４（提案書本文）の記載内容を転記、または
要約し、簡潔に分かりやすく記載してください。
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★「重点課題推進スキーム」の対象である説明を
記載してください。

パワーポイントで提出してください。

実施体制図は、様式４の３－１と
同じものを転記してください。

省エネルギー効果量は、様式４の
１－８と同じものを転記してくだ
さい。



「様式4」提案書本文
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・審査基準を参照し、わかりやすく記載してく
ださい。

・必要に応じて図、表を挿入し、わかりやすく
記載してください。

・図および表を含めて30ページ以内で作成して
ください。31ページ以降は審査対象外です。

・書き出しページを1ページ目にしてください。
・各項目の注意事項に従い作成ください。
注意事項に記載のポイントが不明な場合は、
事務局にお問い合わせください。

★「重点課題推進スキーム」の対象である説明
を記載してください。

★該当する重要技術（公募要領 添付資料１参
照）について記載してください。

★3年以上の事業の場合は中間目標と最終目標
を記載してください。



[3] 事業実施スキーム（3-1 実施体制図）
・実施体制図を記載してください。
★２社以上の企業が必要です。
★開発成果の普及を促す取組を主導する
組織・団体等を実施体制に含めてください。

・事業に参画する法人を体制図内で明記して
ください。体制が変わる場合は、その旨がわ
かるように記載してください。その際、原則
事業者名を明示ください。
・実施体制図中の技術開発項目の名称（例：

「○○○○○の開発」）は、次ページ
（4-1 技術開発予算と研究員の年度展開）
での表中の名称とあわせてください。

「様式4」提案書本文（特に注意するべき事項）①
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「様式4」提案書本文（特に注意するべき事項）②
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[4] 技術開発計画（4-1 技術開発予算と研究員の年
度展開） （5年事業の場合）
・技術開発項目毎の担当、技術開発費がわかるよ
うに記載してください。

※消費税は含めない。
・表中の技術開発項目の名称（例：
「○○○○○の開発」）は、前ページ（3-1 実施体
制図）の図中の名称とあわせてください。
・当初交付期間は3年間(注1)です（2025年3月末）。

(注1): 3又は4年事業の場合は2年間です。
※3年目（2024年度）の末に太線を入れてください。
・( )には、その年度内の区分に投入される研究員
数を記載してください。

※工数でなく、従事人数を記載してください
・合計金額は、「様式２」の技術開発費に転記し
てください。

[4] 技術開発計画（4-2 当初交付期間の技術開発
費の積算内容）
・当初交付期間（2022～2024年度）の技術開発
費を円単位で記載してください（NEDO負担額
含む全体の金額）。

※消費税は含めない。
・交付決定時は、こちらで記載いただいた金額
を超えることは原則認められません。



「様式4」提案書本文（特に注意するべき事項）③
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[4] 技術開発計画（4-1 技術開発予算と研究員の
年度展開） （★ 5年超10年以内の場合）
※書き方は先の５年事業の場合と同様に作成く
ださい。
★フェーズⅠとフェーズⅡの区切りを太い点線
で区切ってください。
★フェーズIIの技術開発項目が分かるように記
載ください。
・当初交付期間は3年間です（2025年3月末）。
※3年目（2024年度）の末に太線を入れてくださ
い。

・( )には、その年度内の区分に投入される研究
員数を記載してください。

※工数でなく、従事人数を記載してください
・合計金額は、「様式２」の技術開発費に転記
してください。

[4] 技術開発計画（4-2 当初交付期間の技術開発
費の積算内容）
・当初交付期間（2022～2024年度）の技術開発
費を円単位で記載してください（NEDO負担額
含む全体の金額）。

※消費税は含めない。
・交付決定時は、こちらで記載いただいた金額
を超えることは原則認められません。



＜提出書類＞
・提案書要約版（様式１、様式２、様式３）
・提案書本文（様式４）
・事業成果の広報活動について（様式５）
・主任研究者の研究経歴書（様式６）
・利害関係の確認について（様式７）
・その他の研究費の応募・受入状況（様式８）
・事業開始年度の賃金を引き上げる旨の表明資料（様式９） ※該当者のみ
・e-Rad応募内容提案書
・会社案内（会社経歴、事業部、研究所等の組織等に関する説明書）
・直近の事業報告書
・財務諸表（原則、円単位：貸借対照表、損益計算書、キャッシュフロー計算書）
※要旨版ではなく、各費目の内訳を示す詳細版を３年分提出すること。
※なお、審査の過程で、必要に応じて財務に関する追加資料の提出を求める場合がありま
す。

・当該提案内容に関して、国外企業等と連携している、又はその予定がある場合は当該国外
企業等が連携している、若しくは関心を示していることを表す資料

・チェック済の応募書類等提出時チェックシート
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重点課題推進スキームの説明は以上です。
作成時は、注意事項等、再度確認してください。

提出書類一覧

様式８、様式９、チェックシートは今回から追加した
書類です。提出をお願いいたします。


